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　税金は定められた期限までに納めなければなりませんが、次のような場合には、納税の猶予、納期限の延長、減
免など納税の救済の方法があります。詳しくは、福井県税事務所または嶺南振興局税務部にご相談ください。

納税の猶予
　災害等により県税を一時に納付できない場合には、申請により、納税が猶予される場合があります。
　なお、納税の猶予には徴収猶予と換価の猶予があり、いずれも1年以内（事情により2年以内）の期間に限り
納税が猶予されます。
●徴収猶予
　次のときには、県税の徴収が猶予される場合があります。

●換価の猶予
　　県税を一時に納付することにより、事業の継続または生活の維持を困難にするおそれがあるときは、差押え
による財産の換価（売却）が猶予される場合があります。

納期限の延長
　災害などにより期限までに納税できないときは、災害などがやんだ日から2月以内に限り税金の納期限が延長
されます。

税額の減免
　●災害時の減免
　個人県民税、個人事業税、不動産取得税、自動車税種別割、自動車税環境性能割、鉱区税、軽油引取税など
を納める人で、災害その他特別の事情があるときは、その税金の一部または全額が減免されます。

　●身体障がい者等の減免（P26）
　　　自動車税種別割、自動車税環境性能割

更正の請求
　税金を過大に申告してしまったときは、納期限から5年以内ならば減額するよう更正の請求ができます。

不服申立て
　県税の課税や徴収の処分に不服があるときは、知事に対して審査請求ができます。処分のあったことを知った日
の翌日から起算して3か月以内に手続をしなければなりません。

更正の請求・不服申立て

納税者のための制度

• 本人の財産が災害または盗難にあったとき。
• 本人や家族が病気や負傷をしたとき。
• 事業に大きな損失を受けたときまたは廃業や休業をしたとき。
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※地方法人特別税は、平成20年10月 1日から令和元年9月30日までの間に開始する事業年度について、特別法人事業税は
　令和元年10月1日以降に開始する事業年度について課されています。

●普通徴収 納税通知書を納税者に交付することによって、徴収することをいいます。
●特別徴収 県税の徴収について、便宜を有する方（特別徴収義務者）が、納税義務者から税金を徴収し、県に納入することをい

います。
●申告納入 特別徴収義務者がその徴収すべき県税の課税標準額および税額を申告し、ならびにその申告した税金を納入すること

をいいます。
●申告納付 納税者が、その納付すべき県税の課税標準額および税額を申告し、その申告した税金を納付することをいいます。
●証紙徴収 県が発行する証紙をもって県税を払い込むことをいいます。

県 税 を 納 め る 時 期
納める時期区　　　分 納める方法

個 人 県 民 税
（ 給 与 所 得 者 ）
（ 年 金 所 得 者 ） （毎月給料から引き落とし）

（4月・6月・8月・10月・12月・2月　年金から引き落とし）

普 通 徴 収
給 与 支 払 者・
年金支払者が
特別徴収して納入

法 人 県 民 税 事業年度終了後2月以内（原則として）
事業年度開始の日以後6月を経過した日から2月以内

確定申告納付
中間（予定）申告納付

県 民 税 利 子 割 翌月10日まで 申 告 納 入

県 民 税 配 当 割 翌月10日まで  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 源泉徴収口座を
利 用 す る 場 合（ ） 申 告 納 入

県民税株式等譲渡所得割 申 告 納 入

個 人 事 業 税 普 通 徴 収

法人事業税、特別
法人事業税および
地方法人特別税※

事業年度終了後2月以内（原則として）
事業年度開始の日以後6月を経過した日から2月以内

確定申告納付
中間（予定）申告納付

地 方 消 費 税

1 国内取引
個人事業者…課税期間（1月1日からその年の12月31日まで）の翌年の3月末日まで
法　　　人…課税期間（事業年度）の終了の日から2月以内
※直前の課税期間における年税額が一定額を超える事業者は、中間申告と納付が
　必要

申 告 納 付
当分の間、消費税
の申告とあわせて
国に申告、納付

2 輸入取引　　課税貨物を保税地域から引き取るときまで

不 動 産 取 得 税 取得の都度指定した日まで 普 通 徴 収

県 た ば こ 税 翌月末日まで 申 告 納 付

ゴルフ場利用税 翌月15日まで 申 告 納 入

自動車税種別割   新規登録分は登録のとき 

自動車税環境性能割 自動車を新規または移転登録するとき 申告納付（証紙）

軽 油 引 取 税 翌月末日まで 申 告 納 入

鉱 区 税 新規設定分は指定した日まで 普 通 徴 収

県 固 定 資 産 税 普 通 徴 収

核 燃 料 税

令和8年11月９日まで
　価額割：定期検査中に挿入した新燃料について、当該検査が終了した日の属する月
　　　　　の翌月末日まで
出力割および搬出促進割：4月から6月、7月から9月、10月から12月および翌1月から3月

　までをそれぞれ1課税期間とし、各課税期間末日から2か月以内

申 告 納 付

狩 猟 税 狩猟者の登録を受けるとき 証 紙 徴 収

（ ）

（ ）

普 通 徴 収
新 規 登 録 分
は 証 紙 徴 収（ ）
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